




　

　　
　
　



「官民給与の比較方法のあり方研究会報告書（18.7）」で示された主な考え方
(１) 比較対象企業規模を正社員50人以上規模とする考え方








結　論





同種・同等比較の原則








公務と民間企業では、それぞれ職種、役職段階の人的構成、年齢構成、学歴構成が異なる。


異なる集団間での給与の比較を行う場合、それぞれの集団における給与の単純平均を比較することは適当ではなく、一般的と考えられる給与決定要素の条件を合わせて、同種・同等の者同士の給与を比較すべき。








平成17年の人事院の調査では、部長・課長・係長などの職名で勤務する従業員がいる企業の割合を企業規模別に調査、企業規模100人以上と企業規模50～99人では大きな差が見られないが、企業規模50～99人と企業規模30～49人では差があることが判明。


仮に企業規模30人以上等に対象を引き下げた場合には、調査対象事業所が大幅に増加、一部の事業所は郵送調査とせざるを得ない。その場合、回収率が低くなる可能性が高いほか、調査対象従業員の選定、個人別給与の記入等の精緻な給与額調査において、精確な回答が得られないおそれが強い。











官民較差に反映させる企業の範囲








同種・同等比較の原則の下で、調査の精確性を確保しながらできるだけ広く民間給与の実態を把握し反映させるためには、官民比較の対象を企業規模50人以上とすることが適当。








